尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会家事負担軽減機器購入補助金交付要綱
（目的）
第１条　この要綱は、尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会（以下「協議会」という。）が、尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会規約第２条の目的に基づき、家事に要する時間の削減による可処分時間の創出を通じて住民のウェルビーイングの向上を図るとともに、あわせて水資源及びエネルギーの節約に資するため、家事負担軽減機器の購入に対し補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において「家事負担軽減機器」とは、日常的かつ反復的に発生する家事に係る労働を機器が代替し、又はこれに要する時間を短縮するものであって、別表に掲げるものをいう。
２　次に掲げるものは、家事負担軽減機器に該当しないものとする。
(1)　中古品その他使用され、又は使用のために取引されたもの及び個人間での売買により取得されたもの
(2)　貸与又は賃貸に係るもの
(3)　贈答その他自らの世帯において使用する目的以外で購入されたもの
（対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者は、尾花沢市又は大石田町のいずれかに住所を有し、かつ、家事負担軽減機器の購入を行った者であって、その世帯の全員が市税又は町税等に滞納がないものとする。
２　同一の世帯に対する補助金の交付は、年度につき１回を限度とする。
（対象期間）
第４条　補助金の交付の対象となる期間は、令和８年４月１日から令和９年３月15日までの間に購入したものとする。
（補助金の額）
第５条　補助金の額は、家事負担軽減機器の購入に要する経費に２分の１を乗じて得た額とし、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、当該各号に定める額を上限とする。
(1)　子育て世帯　　30,000円
(2)　前号に掲げる世帯以外の世帯　　20,000円
２　前項の「子育て世帯」とは、申請の日において、18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者を養育している世帯をいう。
３　同一の申請において２以上の家事負担軽減機器を購入した場合は、それぞれの購入に要する経費を合算した額を、この条の規定の適用上、購入に要する経費とみなす。
４　購入に要する経費が10,000円未満であるものは、補助金の交付の対象としない。

５　購入に要する経費には、本体の価格のほか、設置に要する費用及び運搬に要する費用を含むものとし、次に掲げるものを含まないものとする。
(1)　家電リサイクル料金及び既存の機器の処分に要する費用
(2)　消耗品の購入に要する費用
(3)　値引き又はポイントその他これに準ずるものにより充当された額
６　補助金の額は千円単位とし、千円未満は切捨てとする。
７　補助金は、当該年度の予算の範囲内において交付するものとする。
８　申請は、受理した順に処理するものとする。
９　交付した補助金の額の累計が予算の額に近づき、次の申請に対し交付すべき額に不足が生じるおそれがあるときは、協議会において、予算の調整その他の措置を含め、その取扱いを協議するものとする。この場合において、受付を終了することとしたときは、速やかにその旨を周知する。
（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとするものは、購入後すみやかに、次に掲げる書類を協議会へ提出しなければならない。
(1)　尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会家事負担軽減機器購入補助金交付申請書
(2)　添付書類
ア　家事負担軽減機器の写真
イ　購入代金領収書（写）
ウ　品名及び型番が確認できる書類（保証書、納品書等の写し）
エ　同意書
オ　第５条第１項第１号に掲げる世帯に該当する場合にあっては、養育している者の氏名及び生年月日が確認できる書類。ただし、エの同意書による住民基本台帳の閲覧により確認できるときは、省略することができる。
（交付決定及び額の確定）
第７条　協議会は、補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査し適当と認めたときは、すみやかに尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会家事負担軽減機器購入補助金交付決定及び額の確定通知書を申請者に交付するものとする。
（補助金の請求）
第８条　協議会は、前条の規定による補助金の額の確定後、家事負担軽減機器購入補助金請求書に基づき補助金を交付する。
（効果の検証への協力）
第９条　補助金の交付を受けた者は、協議会が事業の効果を検証するために行う調査に協力するよう努めるものとする。

（補助金の返還）
第10条　協議会は、偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けた者があるときは、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
２　協議会は、補助金の交付を受けた者が、補助金の交付の目的に反して当該家事負担軽減機器を転売し、貸し付け、若しくは譲渡し、又は当該機器を用いて利益を得たときは、補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（その他）
第11条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、協議会が別に定める。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和８年４月１日から施行する。
（尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会食器洗い乾燥機購入補助金交付要綱の廃止）
２　尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会食器洗い乾燥機購入補助金交付要綱は、廃止する。
（経過措置）
３　この要綱の施行の日前に前項の規定による廃止前の尾花沢市・大石田町広域連携推進協議会食器洗い乾燥機購入補助金交付要綱の規定によりなされた申請については、なお従前の例による。

別表（第２条関係）
	区分
	内容

	食器洗い機
	食器類の洗浄を行う機器（乾燥の機能を有するものを含む。）

	ロボット掃除機
	自走により床面の清掃を行う機器

	自動調理鍋
	加熱、加圧、かくはん等を自動で行う調理用の機器（電気圧力鍋を含む。）



備考　いずれの区分についても、新品のものに限る。
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